
涌 監 第 ３ ２ 号

令和元年８月３０日

涌谷町長 遠 藤 釈 雄 殿

涌谷町監査委員 遠 藤 要之助

同 後 藤 洋 一

平成３０年度涌谷町水道事業会計、涌谷町下水道事業会計、涌谷

町国民健康保険病院事業会計、涌谷町老人保健施設事業会計及び

涌谷町訪問看護ステーション事業会計に係る決算審査報告書

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成３０年度

涌谷町水道事業会計決算、平成３０年度涌谷町下水道事業会計決算、平成３０

年度涌谷町国民健康保険病院事業会計決算、平成３０年度涌谷町老人保健施設

事業会計決算及び平成３０年度涌谷町訪問看護ステーション事業会計決算の証

書類、報告書、損益計算書、剰余金計算書、剰余金処分計算書、欠損金処分計

算書及び貸借対照表を審査したので、次のとおり意見を付して提出します。
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１ 審査の対象

（１）平成３０年度 涌谷町水道事業会計決算

（２）平成３０年度 涌谷町下水道事業会計決算

（３）平成３０年度 涌谷町国民健康保険病院事業会計決算

（４）平成３０年度 涌谷町老人保健施設事業会計決算

（５）平成３０年度 涌谷町訪問看護ステーション事業会計決算

２ 審査の期間

令和元年６月５日（水）、６日（木）、１２日（水）

実質審査期間 ３日間

３ 審査の手続

令和元年６月３日、審査に付された平成３０年度決算書類及び事業並びに

経営状況が適正であるかどうかを審査するため、事業実施状況、財政関係諸

帳票、証拠書類等を精査し、必要と思われる諸資料を提出させ、責任者より

聴取するとともに、町の監査基準に基づき、下記の点に重点を置き、通常行

われる審査手続きで実施した。

４ 審査の重点事項

（１）水道事業会計

ア 給水状況

イ 工事の概要

ウ 収支の状況

（２）下水道事業会計

ア 処理状況

イ 工事の概要

ウ 収支の状況

（３）国民健康保険病院事業会計

ア 患者数の動向

イ 収益的収入及び支出

ウ 資本的収入及び支出

エ 従事職員体制

オ 補助金、負担金

カ 棚卸し状況

キ 備品（医療機器等）の管理状況

（４）老人保健施設事業会計

ア 利用者の動向

イ 収益的収入及び支出

ウ 資本的収入及び支出
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エ 従事職員体制

（５）訪問看護ステーション事業会計

ア 利用者の動向

イ 収益的収入及び支出

ウ 従事職員体制

５ 審査の結果

（１）水道事業会計

ア 給水状況

年度末における給水人口は、１５，６８２人（前年度比２８９人減、

１．８％減）で、給水戸数は５，９７９戸（前年度比１６戸減少）、年

間配水量については、１，５７５，８３２㎥（前年度比１２，７７４

㎥増、０．８％増）であったが、年間有収水量については、１，３２

０，０４１㎥（前年度比３，２８０㎥減、０．２％減）であり、有収

率は、前年度比０．９ポイント減の８３．８％となった。

当年度の１㎥当たりの供給単価は、２９１円２７銭（前年度比１円

２４銭増）で、１㎥当たりの給水原価は、２９５円８０銭（前年度比

４円４０銭増）となり、供給単価との差額は、４円５３銭の赤字供給

であった。

○業務量

増減率（％）

行 政 区 域 内 人 口 16,728 人 16,485 人 16,174 人 △ 311 人 △ 1.9

年 度 末 給 水 人 口 16,220 人 15,971 人 15,682 人 △ 289 人 △ 1.8

年 度 末 給 水 戸 数 5,994 戸 5,995 戸 5,979 戸 △ 16 戸 △ 0.3

年 間 配 水 量 1,573,440 ㎥　 1,563,058 ㎥　 1,575,832 ㎥　 12,774 ㎥ 0.8

年 間 有 収 水 量 1,332,636 ㎥　 1,323,321 ㎥　 1,320,041 ㎥　 △ 3,280 ㎥ △ 0.2

有 収 率 84.7 ％ 84.7 ％ 83.8 ％ △ 0.9 ﾎﾟｲﾝﾄ △ 1.1

１ 日 平 均 配 水 量 4,311 ㎥　 4,282 ㎥　 4,317 ㎥　 35 ㎥ 0.8

１日平均有収水量 3,651 ㎥　 3,626 ㎥　 3,617 ㎥　 △ 9 ㎥ △ 0.2

１ 日 最 大 配 水 量 5,283 ㎥　 4,971 ㎥　 5,042 ㎥　 71 ㎥ 1.4

新 設 給 水 工 事 56 件 31 件 42 件 11 件 35.5

比　　　　較
増　　減

　　　　　　年度
項目

平成28年度 平成29年度 平成30年度
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○水道単価及び有収率の推移

イ 工事の概要

・建設改良工事の実施

追戸中継ポンプ場更新工事について、１０５，８４０千円で実施

した。

・その他工事の整備

守地内、中野一地内、桜町裏地内、岸ヶ森西地内、北田地内、渋

江地内外の水管橋及び配水管等の布設・布設替工事、舗装復旧工事、

第３配水池送水ポンプ交換工事及び福沢浄水場のポンプ井水位計更

新工事を実施した。

ウ 収支の状況

平成３０年度の事業収益は、営業収益３９４，６３９千円（前年度

比４，１６４千円増、１．１％増）、営業外収益２５，７２９千円（前

年度比３，４７６千円減、１１．９％減）の計４２０，３６８千円（営

業収益の増加により、前年度比６８８千円増、０．２％増）であった。

なお、給水収益は、３８４，４８８千円で、水道事業収益の９１．５％

（前年度と同率）を占めた。

費用においては、営業費用３８２，００５千円、営業外費用１２，

５０７千円で計３９４，５１２千円（前年度比８，８９１千円増、２．

３％増）であった。

このうち、受託工事費及び特別損失を除く総括費用は３９０，４６

２千円（前年度比４，８４１千円増、１．３％増）であった。

当年度の純利益は、２５，８５６千円の計上となり、前年度に比べ

て８，２０３千円の減であった。

資本的収支においては、収入は４２，４６２千円（うち仮受消費税

（１㎥当たり）

１ 供 給 単 価 289円70銭 290円03銭 291円27銭  　　1円24銭

２ 給 水 原 価 283円09銭 291円40銭 295円80銭 4円40銭

３ １－２ = 差額 6円61銭 △１円37銭 △4円53銭 －

４ 有　収　率 84.7% 84.7% 83.8% △0.9ﾎﾟｲﾝﾄ

　　　　　年度
　項目

平成28年度 平成29年度 平成30年度 前年度との比較

供給単価　＝ 384,488,228円 ＝ 291円27銭
1,320,041㎥

給水原価　＝ 390,461,968円 ＝ 295円80銭
1,320,041㎥

給　水　収　益
有　収　水　量

総費用－受託工事費－特別損失

有　収　水　量
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１８２千円）、支出については１９４，２０１千円（うち仮払消費税１

１，４５４千円）で、収支不足額１５１，７３８千円は、当年度分消

費税及び地方消費税資本的収支調整額１１，２７１千円、減債積立金

３９，４６３千円及び建設改良積立金３３，０００千円、当年度分損

益勘定留保資金６８，００４千円で補てんした。

なお、経営収支の状況、経営分析等は、次のとおりである。

○事業収入に関する事項

○事業費に関する事項

増　　減 増減率（％）

営 業 収 益 390,474,912 394,639,108 4,164,196 1.1

営 業 外 収 益 29,204,899 25,729,034 △ 3,475,865 △ 11.9

収 益 合 計 419,679,811 420,368,142 688,331 0.2

う ち 給 水 収 益 383,807,796 384,488,228 680,432 0.2

（単位：円）
比　　　　　較　　　　　　年度

項目
平成29年度 平成30年度

増　　減 増減率（％）

営 業 費 用 372,356,698 382,005,090 9,648,392 2.6

営 業 外 費 用 13,264,415 12,506,878 △ 757,537 △ 5.7

費 用 合 計 385,621,113 394,511,968 8,890,855 2.3

う ち 総 括 費 用 385,621,113 390,461,968 4,840,855 1.3

当　年　度　損　益 34,058,698 25,856,174 △ 8,202,524 △ 24.1

（単位：円）
比　　　　　較　　　　　　年度

項目
平成29年度 平成30年度

現年度収入額(400,590千円)

 給水収益(調定額）（415,247千円)

（現年度収入額及び給水収益は税込額）

○収 納 率　＝ ×100＝ 96.5%
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○経営成績の状況

○支払利息の状況

○企業債の状況

同 規 模

団体指標

総収益

総費用

（単位：％）

営業収益＋営業外収益

営業費用＋営業外費用

営業収益－受託工事収益

営業費用－受託工事費

※同規模団体指標の数値は、平成29年度水道事業経営指標による全国の平均値

（給水人口１．５万人以上３万人未満）

　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
項　目

平成28年度 平成29年度 平成30年度

総収支
比　率

×100 110.7 108.8 106.6 107.1 

経常収
支比率

×100 110.7 108.8 106.6 107.1 

営業収
支比率

×100 108.1 104.2 103.0 93.3 

（単位：千円）

総　　費　　用（Ａ） 382,925 385,621 394,512 

支　払　利　息（Ｂ） 13,872 13,264 12,507 

（Ｂ）÷（Ａ）×１００ 3.6% 3.4% 3.2%

　　　　　　　　年　度
　項　目

平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：％）

企業債償還元金

給 水 収 益

企 業 債 利 息

給 水 収 益

企業債元金利息

給 水 収 益

　　　　　　　　  年　度
 項　目 平成28年度 平成29年度 平成30年度

同規模
団体指標

×１００ 9.0 10.0 10.0 16.7 

×１００ 3.6 3.5 3.3 4.7 

×１００ 12.6 13.5 13.3 21.4 
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○年度毎企業債償還金の状況

＊平成３１年度以降は見込み

○財務分析

【意 見】

平成３０年度の事業実績は、前年度対比で、年間総配水量が１２，７７４

㎥、率にして０．８％増、年間有収水量が３，２８０㎥、率で０．２％減と

なった。また、給水人口が２８９人減少し、給水戸数は１６戸減少している。

総収益は、４２０，３６８千円で、前年度より６８８千円、率にして０．

２％増加している。総費用は３９４，５１２千円で、前年度より８，８９１

千円、率にして２．３％増加している。有収率は８３．８％で前年度より０．

９％減少した。結果、本年度は給水人口は減少、収益、費用はともに増加し

たが、２５，８５６千円の純利益を生じ、黒字計上となった。

気づいた点を以下に述べる。

① 今後、町人口の減少と共に、有収水量、給水戸数、給水人口の減少も

漸次進行するものと思われる。今後、事業の広域化を視野に入れて、対

策を検討すべきと思料される。

② 昨年度、有収率向上策を検討されるよう指摘していたが、今年度の有

収率は、前年度対比で０．9ポイント下回った。努力の甲斐もなく、その

低下を招いたことは残念である。今後は漏水対策等を徹底し、向上に向

け更なる努力を望む。

③ 会計は健全性を保っているが、今後想定される料金改定に向け、その

時期や改定幅等、慎重なる検討を望む。

④ 料金未収金の回収について、現年度分、過年度分ともに収納額や収納

率が共に向上したことは、その努力を多と認める。

（単位：千円）

元　　金 37,488 39,463 40,722 43,003 44,744 47,245

利　　息 13,264 12,507 11,767 10,861 9,917 8,942

計 50,752 51,970 52,489 53,864 54,661 56,187

　　 　年度
項目

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

同 規 模

団体指標

自 己 資 本 資 本 金 ＋ 剰 余 金 ＋ 繰 延 収 益

構 成 比 率 負 債 資 本 合 計

固 定 資 産 対 固 定 資 産

長期資本比率 資本金＋剰余金＋固定負債＋繰延収益

流 動 資 産

流 動 負 債

（単位：％）

　　　　　　　　　　　　　　　年 度
項 目

平成28年度 平成29年度 平成30年度

×100 72.2 72.2 71.7 74.1 

×100 89.4 89.7 91.4 86.2 

流 動 比 率 ×100 447.5 362.0 281.5 453.0 
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（２）下水道事業会計

ア 処理状況

年度末における接続戸数は、２，１０６戸（公共下水道１，７３０

戸、農集排３７６戸）で、前年度比５９戸、２．９％増加、総処理水

量については、６４３，１１０㎥（公共下水道５４７，８２２㎥、農

集排９５，２８８㎥）で、前年度比２１８㎥減、０．０３％減少、総

有収水量については、６００，３１６㎥（公共下水道４９６，９０５

㎥、農集排１０３，４１１㎥）で、前年度比２，０２８㎥減、０．３

４％減少、有収率は、前年度比０．３ポイント減の９３．３％となっ

た。

○業務量

イ 工事の概要

・建設改良工事の実施

【公共雨水事業】

江合川右岸第２排水区排水路整備工事について、７８，０５３

千円で実施し、延長１８１．５ｍが完成した。

【公共汚水事業】

汚水管渠工事等を３，７０７千円実施し、私道内管きょ３４ｍ

増減率（％）

公 共 下 水 道
処 理 区 域 内 人 口

7,010 人 6,951 人 △ 59 人 △ 0.8

公 共 下 水 道
接 続 人 口

4,682 人 4,689 人 7 人 0.1

公 共 下 水 道
接 続 戸 数

1,674 戸 1,730 戸 56 戸 3.3

年 間 総 処 理 水 量 545,215 ㎥　 547,822 ㎥　 2,607 ㎥ 0.5

年 間 有 収 水 量 498,522 ㎥　 496,905 ㎥　 △ 1,617 ㎥ △ 0.3

有 収 率 91.4 ％ 90.7 ％ △ 0.7 ﾎﾟｲﾝﾄ △ 0.8

農 集 排
処 理 区 域 内 人 口

2,368 人 2,388 人 20 人 0.8

農 集 排
接 続 人 口

1,333 人 1,322 人 △ 11 人 △ 0.8

農 集 排
接 続 戸 数

373 戸 376 戸 3 戸 0.8

年 間 総 処 理 水 量 98,113 ㎥　 95,288 ㎥　 △ 2,825 ㎥ △ 2.9

年 間 有 収 水 量 103,822 ㎥　 103,411 ㎥　 △ 411 ㎥ △ 0.4

有 収 率 105.8 ％ 108.5 ％ 2.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 2.6

比　　　　較
増　　減

事　項 平成29年度 平成30年度
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布設、公共桝５箇所を設置する等を実施した。

ウ 収支の状況

平成３０年度の事業収益は、営業収益１２３，６１７千円、営業

外収益４４９，３８２千円の計５７２，９９８千円であった。なお、

下水道使用料は、公共下水道８２，１３０千円、農集排１５，８６

１千円、合計９７，９９１千円、下水道事業収益の１７．１％を占

めた。

費用においては、営業費用４１７，１４４千円、営業外費用８８，

１１６千円で計５０５，２６０千円であった。

当年度の純利益は、６７，７３９千円の計上となった。

資本的収支においては、総収入は２１２，２９２千円（うち仮受

消費税０円）、総支出は３９７，３２８千円（うち仮払消費税６，１

０９千円）で、収入不足額１８５，０３７千円は、当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額６，１０９千円、引継現金等４６，

２１１千円及び当年度分損益勘定留保資金１３２，７１７千円で補

てんした。

なお、経営収支の状況、経営分析等は、次のとおりである。

＊ 当年度は、公営企業会計移行後、初めての決算であるため、

前年度の金額、増減等を表示していないものがある。

○事業収入に関する事項

増　　減 比率（％）

営 業 収 益 - 123,616,712 - -

営 業 外 収 益 - 449,381,761 - -

特 別 利 益 - 0 - -

収 益 合 計 - 572,998,473 - -

うち下水道使用料
（ 公 共 下 水 道 ）

- 82,130,123 - -

うち下水道使用料
（ 農 集 排 ）

- 15,860,989 - -

（単位：円）
比　　　　　較

区　　　分 平成29年度 平成30年度

【公共下水道】

下 水 道 使 用 料 82,130,123円

有　収　水　量 496,905㎥
1㎥当たり供給単価＝ = 165円28銭
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○事業費に関する事項

【農集排】

下 水 道 使 用 料 15,860,989円

有　収　水　量 103,411㎥
1㎥当たり供給単価＝ = 153円38銭

増　　減 比率（％）

営 業 費 用 - 417,143,674 - -

営 業 外 費 用 - 88,116,092 - -

特 別 損 失 - 0 - -

費 用 合 計 - 505,259,766 - -

処 理 費 用
（ 公 共 下 水 道 ）

- 94,306,710 - -

処 理 費 用
（ 農 集 排 ）

- 31,508,665 - -

（単位：円）
比　　　　　較

区　　　分 平成29年度 平成30年度

【公共下水道】

処 理 費 用 94,306,710円

総 処 理 水 量 547,822㎥
1㎥当たり処理原価＝ = 172円15銭

【農集排】

処 理 費 用 31,508,665円

総 処 理 水 量 95,288㎥
1㎥当たり処理原価＝ = 330円67銭

１㎥当たり処理原価の内訳（合算）

金額 構成比 金額 構成比 増減 比率

職 員 給 与 費 － － 38円54銭 19.7% － －

管 き ょ 費 － － 28円95銭 14.8% － －

処 理 場 費 － － 111円32銭 56.9% － －

普 及 指 導 費 － － 0円59銭 0.3% － －

総 経 費
（職員給与費除く）

－ － 16円24銭 8.3% － －

合 計 － － 195円64銭 100.0% － －

平成29年度 平成30年度 比　　　　　較
区　　　分
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○企業債の概要

【意見】

平成３０年度の事業実績は、前年度対比で、年間総処理水量が６４３,１１

０㎥、率にして０．０３％減少、年間総有収水量が６００，３１６㎥、率に

して０．３４％減少となった。また、接続戸数は５９戸増加している。

総収益は、５７２，９９８千円、総費用は５０５，２６０千円となった。

有収率は９３．３％で前年度より０．３％減少した。結果、本年度は接続戸

数は増加し、６７，７３９千円の純利益を生じ、黒字計上となった。

気付いた点を以下に述べる。

① 企業会計化初年度であり、軽々には判断すべきでないが、会計は安定

していると見る。今後、償還期が順次到来する債権が発行額４，３１９，

３３２千円あり、その対応による会計の不安定化が見込まれ、他会計負

担金の増嵩が想定されるので、その対応は慎重にされたい。

② 加入戸数は微増である。今後とも会計の安定化に向け、加入促進運動

にはＰＲの手法を工夫され、更なる努力を期待する。

（３）国民健康保険病院事業会計

○総括事項

業務予定量を入院患者１日平均８８人（前年度比１７人減）、外来患者

１日平均２１０人（前年度比１５人減）とし、入院３６５日、外来２４

４日、救急外来３６５日の診療を実施した。

診療体制においては内科・外科・泌尿器科・整形外科・眼科外来につ

いては週５日、皮膚科・東洋医学外来については週２日、神経内科・物

忘れ外来、心の外来については週１日、婦人科外来については月１日の

診療を実施し、訪問診察についても２４４日、６５７件の診察を行った。

また、休日当番については、一次の診療を６回、二次の病院群輪番制

の内科・外科を合わせ６回担当し、地域医療の確保に努めた。

（単位：円）

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

4,536,197,041 93,100,000 309,964,706 4,319,332,335 
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ア 患者数の動向

○年間患者数・病床稼働率

上表のとおり、入院患者数は、年間延べ２９，０６４人（前年度比

延べ５，９７７人減、１７．１％減）で、１日平均７９．６人となり

業務予定量を８．４人下回る実績となった。

一方、外来患者数においても、年間延べ４７，２１０人（前年度比

延べ５，６２７人減、１０．６％減）で、１日平均１９３．５人とな

り、業務予定量を１６．５人下回る実績となった。

また、救急外来で取り扱った患者数は延べ１，１９８人（前年度比

延べ３３８人減、２２．０％減）となった。

なお、町内の患者の占める割合は、入院において２０，６４７人、

７１．０％（前年度比３，６９９人減、１５．２％減）、外来では３５，

７３１人、７５．７％（前年度比３，８２０人減、９．７％減）であ

った。

病床稼働率は、年平均６５．８％で、前年度比１３．５ポイント減

となっている。

イ 収益的収入及び支出

入院収益は７００，０１８千円（前年度比１６２，５２１千円減、１

８．８％減）、外来収益は６８２，４５４千円（前年度比６３，７７６

千円減８．５％減）、医業収益計は 1，５６３，６６２千円（前年度比

２２９，０８２千円減、１２．８％減）となった。

医業外収益については、２４９，６４１千円（前年度比６，４２７

　　

29,064 20,647 71.0 

35,041 24,346 69.5 

増　   減 △ 5,977 △ 3,699

増減率(%) △ 17.1 △ 15.2

47,210 35,731 75.7 

52,837 39,551 74.9 

増　   減 △ 5,627 △ 3,820

増減率(%) △ 10.6 △ 9.7

76,274 56,378 73.9 

87,878 63,897 72.7 

増　   減 △ 11,604 △ 7,519

増減率(%) △ 13.2 △ 11.8

（単位：人）

平成３０年度

平成２９年度

平成３０年度

平成２９年度

平成３０年度

平成２９年度

　　　　　　　　　　年度
項目

年間患者数 町内患者数
町内患者の
割合   (%)

入院

比　較

外来

比　較

合計

比　較
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千円減、２．５％減）で、そのうち、補助金、負担金及び交付金が１

５５，３７２千円を占めている。この結果、病院事業収益は１，９１

４，２３５千円となり、前年度と比較して１３４，５７８千円（６．

６％）の減少となった。

病院事業費用においては、医業費用１，９９８，４１８千円（前年

度比９３，０５５千円減、４．４％減）、医業外費用は７６，８８１千

円（前年度比６３９千円減、０．８％減）、病院事業費用で２，０７５，

２９８千円、前年度と比較して９４，７７８千円（４．４％）の減少

となった。

これにより１６１，０６３千円（前年度１２１，２６３千円の純損

失）の当年度純損失を計上したため、前年度繰越欠損金１，１４９，

４０５千円と合わせて、当年度未処理欠損金１，３１０，４６８千円

を翌年度に繰り越した。

○事業収益・費用に関する事項

ウ 資本的収入及び支出

資本的収入においては、企業債２６，６００千円、出資金７５，７

９１千円、他会計補助金４１，１３４千円、他会計負担金１０５，９

４９千円の計２４９，４７４千円となった。

資本的支出については、建設改良費６９，０２０千円、企業債償還金

１８１，７４１千円の計２５０，７６１千円となった。

当年度の資産購入の主なものは、電子カルテ一部更新一式５７，１

８７円、表示案内システム一式５，８６７千円などで計６９，０２０

千円の購入となった。

なお、本年度末の企業債未償還金残高は８２１，１３８千円となっ

ている。

B/A C/B C/A
千円 千円 千円 ％ ％ ％

2,044,557 2,048,813 1,914,235 100.2 93.4 93.6 
1,791,776 1,792,744 1,563,662 100.1 87.2 87.3 

252,781 256,069 249,641 101.3 97.5 98.8 
0 0 100,932 － － －

B/A C/B C/A
千円 千円 千円 ％ ％ ％

2,132,397 2,170,076 2,075,298 101.8 95.6 97.3 
2,052,649 2,091,473 1,998,418 101.9 95.6 97.4 

79,748 77,519 76,881 97.2 99.2 96.4 
0 1,084 0 － 0.0 －
0 0 0 － － －

1,198,997 1,226,174 1,179,740 102.3 96.2 98.4 

△ 87,840 △ 121,263 △ 161,063

（単位:千円）
　　　　年度　 比　　　　　　　較

項目　　　　　　　　　　

医 業 収 益
医 業 外 収 益
特 別 利 益

　　　　年度　 比　　　　　　　較
項目　　　　　　　　　　

医 業 費 用
医 業 外 費 用
特 別 損 失
予 備 費
うち給与費（再掲）

当 年 度 損 益

平成28年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

平成30年度
Ｃ

病院事業収益

平成28年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

平成30年度
Ｃ

病院事業費用
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エ 従事職員体制

診療体制については、前記総括事項で述べた診療科目に常勤医師８

人(前年度比１人減)であった。看護部門においては、看護師６０人、

保健師４人、准看護師３人）、介護福祉士３人の計７０人（前年度同数）

であった。

技術部門においては薬剤師５人、放射線技師３人、検査技師３人、

理学療法士５人、作業療法士３人、言語聴覚士１人、管理栄養士２人

の計２２人（前年度同数）で、事務部門においては１０人（前年度比

２人増）で、総数１１０人（前年度比１人増）で診療等を行った。

国保病院事業における経営分析結果の比率と年度間推移は、次表の

とおりである。

○従事職員の推移

○経営分析

(単位：人）

　　　　 年度
職種

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
比較増減
H30-H29

医 師 9 8 9 8 △ 1

看 護 部 門 66 71 70 70 0

技 術 部 門 19 21 22 22 0

事 務 部 門 10 9 8 10 2

合 計 104 109 109 110 1

各年度末

経常収支比率 （％） 96.1 94.0 94.4 87.4 

医業収支比率 （％） 86.4 87.3 85.7 78.2 

流動比率 （％） 111.0 104.8 100.6 66.2 

医師１人１日当たりの診療収入 （円）342,244 325,089 333,908 336,286 

看護師１人１日当たりの診療収入 （円）43,712 43,636 47,751 40,378 

入院患者１人１日当たりの診療収入 （円）23,935 24,133 24,615 24,085 

外来患者１人１日当たりの診療収入 （円）12,967 13,316 14,123 14,456 

医師１人１日当たりの患者数 （人） 28.5 27.6 25.7 18.6 

看護師１人１日当たりの患者数 （人） 3.9 3.9 3.9 2.2 

病床稼働率 （％） 73.4 80.6 79.3 65.8 

外来対入院患者比率 （％） 181.8 150.5 150.5 162.4 

職員給与費対医業収益比率 （％） 54.9 56.4 58.2 65.3 

薬品費対医業収益比率 （％） 24.9 22.4 23.0 25.0 

    　　　　                 年度
項目

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 備　考

高い程よい

数値は関連さ
せて検討する
必要あり

高い程よい

小さい程よい
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○経費の前年度対比

○補助金、負担金の状況

（単位:円）

251,806,978 243,780,124 △ 8,026,854 △ 3.2

厚 生 福 利 費 2,036,152 2,316,733 280,581 13.8

旅 費 交 通 費 3,911,435 3,845,315 △ 66,120 △ 1.7

職 員 被 服 費 888,805 1,015,085 126,280 14.2

消 耗 品 費 11,977,759 11,062,974 △ 914,785 △ 7.6

消 耗 備 品 費 275,294 329,500 54,206 19.7

光 熱 水 費 34,030,463 34,819,545 789,082 2.3

燃 料 費 12,246,255 14,778,459 2,532,204 20.7

食 糧 費 238,034 214,477 △ 23,557 △ 9.9

印 刷 製 本 費 894,400 603,280 △ 291,120 △ 32.5

修 繕 費 11,482,728 6,003,334 △ 5,479,394 △ 47.7

保 険 料 2,702,056 1,912,697 △ 789,359 △ 29.2

賃 借 料 20,723,188 18,377,661 △ 2,345,527 △ 11.3

通 信 運 搬 費 1,960,265 1,904,351 △ 55,914 △ 2.9

委 託 料 140,902,154 139,538,830 △ 1,363,324 △ 1.0

諸 会 費 3,228,319 3,351,836 123,517 3.8

交 際 費 340,354 209,675 △ 130,679 △ 38.4

雑 費 3,969,317 3,496,372 △ 472,945 △ 11.9

経　　　　　　　費

　　　　　　　年度
項目

平成29年度 平成30年度 比較増減 増減率（％）

内訳

（単位:千円）

医業
収益

88,280 △ 241 △ 0.3

14,313 13,452 △ 861 △ 6.0

一般会計補助金 0 0 0 －

病院群輪番制補助金 1,908

休日診療運営費補助金 613

受入困難補助金 138

国保特別調整交付金
（直診保健事業）

6,000

へき地医療 0

国保特別調整交付金

（医師・看護師確保対策）
881

国保特別調整交付金
（救急患者受入体制支援事業）

3,912

206,214 141,920 △ 64,294 △ 31.2

一般会計負担金 206,214 141,920 △ 64,294 △ 31.2

308,807 243,411 △ 65,396 △ 21.2

39,883 1,251 3.1

39,883 1,134

0 40,000

105,345 604 0.6

145,228 1,855 1.3

454,035 390,494 △ 63,541 △ 14.0

○収益的収入

一般会計負担金 88,039 救急医療及び保健衛生行政

補助金

負担金交付金

小　　　計

○資本的収入

41,134 国保特別調整交付金

直営診療施設整備事業(医療機器）

総合系医療情報システムの更新

他会計負担金 105,949

小　　　計 147,083

合　　　計

　　　　　　　　　年度
項目

平成29年度 平成30年度 比較増減 増減率（％）

他会計補助金

医
業
外
収
益

その他の補助金 14,313 13,452 △ 861 △ 6.0
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オ 補助金、負担金

補助金においては、３条予算に係る医業外収益として、１３，４５

２千円の交付を受け、病院事業収益全体に占める割合は、０．７％で

あった。

３条予算に係る負担金については、地方公営企業法第１７条の２（経

費の負担の原則）に基づいて、基準内繰入金として２００，０８７千

円を繰り入れ、うち、医業収益として８８，０３９千円、医業外収益

として１１２，０４８千円を受けている。病院事業収益全体に占める

割合は１２．０％であった。

４条予算に係る補助金としては、経営合理化のために要した費用、

４１，１３４千円の交付を受けた。

なお、３条予算に係る補助金・負担金の状況は、前項の表のとおり

である。

カ 棚卸し状況

貯蔵品については、平成２５年度に更新したＳＰＤ（医薬品・診

療材料等在庫管理システム）により、不動在庫を早期に把握し、医

薬品、診療材料等の適正な在庫管理を行い、購入額減少により経費

削減が図られた。

キ 備品（医療機器等）の管理状況

各種医療用機器は、適切な保守点検によって管理運用がされ、車

両とともに減価償却において定額法に従って整理の上、処理されて

いる。

なお、本年度の新規備品としては、前述ウで記載のとおり新たに

６９，０２０千円相当が固定資産として購入された。

【意 見】

平成３０年度の業務量は、年間延べ入院患者数が２９，０６４人（１日

平均７９．６人となり予定量より８．４人減）であり、対前年度比５，９

７７人の減、１７．１％の減少である。また、年間外来延べ患者数は４７，

（単位：円）

項　　　　　　目 金　　　　額

平成 ３ ０ 年４ 月 １ 日期 首 在 庫 額 10,288,799 

年 度 内 購 入 額 436,874,029 

年 度 内 費 用 額 435,450,690 

年 度 内 資 産 減 耗 額 2,322,165 

平成３１年３月３１日期末在庫額 9,329,973 
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２１０人（１日平均１９３．５人となり予定量より１６．５人の減）であ

り、対前年度比５，６２７人、１０．６％の減少である。入院収益は７０

０，０１８千円で、対前年度比１６２，５２１千円、１８．８％の減少、

外来収益は６８２，４５４千円で、対前年度比６３，７７６千円、８．５％

の減少であり、医業収益合計で２２９，０８２千円、１２．８％の減少と

なり、その結果、収益的収入は、対前年度比１３４，５７８千円、６．６％

の減少で、収益的支出は、対前年度比９４，７７８千円、４．４％の減少

となり、収支において当年度純損失１６１，０６３千円の赤字計上となっ

た。

気づいた点を以下に述べる。

① 入院患者数が年度末頃から改善傾向にあることは、次年度以降に期

待が持てるのではないかと思料される。次年度においては、外来患者

の確保に今後とも努力されることを期待する。

② 医業収益が１，５６３，６６２千円であり、対前年度比２２９，０

８２千円余、率にして１２．８％減と近年にないほど落ち込んだが、

一般会計繰入金４１１，６９９千円、対前年度比６８，１８５千円減

と繰入金圧縮となった。一時借入金１９０，０００千円について、会

計年度内に返済できなかったのは誠に残念であるが、一般会計出納閉

鎖期内に返済を完了している。次年度以降は、会計年度内の返済に向

け努力されるとともに、一般会計繰入金の圧縮のための更なる努力を

望む。

③ 経営健全化検討委員会において抽出された、経営改善についての課

題解決に向け、次年度にも更なる努力を期待する。また、当検討委員

会は新たな改善点の抽出や改善度合いの評価などに向け、継続活動さ

れるべきと思料される。

④ 今後は、病院の機能分担が更に進むと思われる。「病病連携」や「病

診連携」、また、介護施設等との連携が肝要であると思料されるので、

しっかりと取り組まれることを望む。

⑤ 本年度は、医師の年度途中での退職及び体調不良による診察対応の

減少などにより、前述のような医業収益に多大な影響が出た。今後は、

常勤医師の確保に努力され診療体制を確立し、医業収益の改善を目指

して更なる努力を期待する。

⑥ 公立病院には、公共性と経済性を図り、持続可能な経営が期待され

ている。当国保病院においても、これに応えるべく更なる努力を望む。

⑦ 本年度の資産購入は、機材で１件、システム１件のみ新規購入であ

る。ほかは機材、システムともに更新であることを考慮すると、それ

らの老朽化や耐用年数の到来が考えられる。よって、突発的トラブル

があれば人命に関わることに繋がることにもなりかねないので、今後、

経営に影響が出ないような更新計画の作成を望む。
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（４）老人保健施設事業会計

○総括事項

業務予定量を１日平均入所者７９人（前年度同数）、通所者については、

介護給付３１人（前年度同数）及び新予防給付８人（前年度比３人減）

の計３９人（前年度比３人減）、入所３６５日、通所３１１日として事業

運営を行った。

ア 利用者の動向

入所利用者数は、年間延べ２８，４３１人（前年度比２７４人減、

０．９％減）、１日平均７７．９人（前年度比０．７人減）で、業務予

定量を１．１人下回る実績となった。

通所利用者は、年間延べ１０，２１６人（前年度比８７０人減、７．

８％減）、１日平均３２．９人（前年度比２．８人減）で、業務の予定

量を６．１人下回る実績となった。

なお、町内の入所者は、２４，１３９人で全体の８４．９％を占め、

通所者は８，６９９人、８５．２％であった。

入所者定員利用率は９７．４％で、前年度より０．９ポイントの減

となった。これら年間利用者の数値は、次表のとおりである。

○年間利用者数

イ 収益的収入及び支出

老健事業収益については、入所収益３５５，４７５千円、通所収益

１０７，０７０千円、その他事業収益及び事業外収益等２５，０２４

　　

28,431 24,139 84.9 

28,705 22,854 79.6 

増　減 △ 274 1,285

増加率(%) △ 0.9 5.6

10,216 8,699 85.2 

11,086 9,154 82.6 

増　減 △ 870 △ 455

増加率(%) △ 7.8 △ 5.0

38,647 32,838 85.0 

39,791 32,008 80.4 

増　減 △ 1,144 830

増加率(%) △ 2.9 2.6

（単位：人）

平成３０年度

平成２９年度

平成３０年度

平成２９年度

平成３０年度

平成２９年度

　　　　　　　　　　項目
年度

年間利用者数 町内利用者数
町内利用者の
占める割合(%)

入所

比　較

通所

比　較

合計

比　較
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千円、計４８７，５６８千円（前年度比５,５４０千円減、１．１％減）

で、老健事業費用においては、事業費用４９３，６４３千円、事業外

費用８，９０２千円、計５０２，５４５千円（前年度比１２，４１０

千円減、２．４％減）となり、収支で１４，９７７千円の純損失（前

年度２１，８４７千円の純損失）の計上となった。

この結果、前年度繰越欠損金１５９，９０６千円と合わせて、当年

度未処理欠損金１７４，８８３千円を翌年度に繰り越した。

○事業収益・費用に関する事項

ウ 資本的収入及び支出

資本的支出においては、資産購入費１４３千円及び企業債償還金２

７，４９３千円の計２７，６３６千円となり、不足額９，３０７千円に

ついては、過年度分損益勘定留保資金で補てんした。

エ 従事職員体制

職員体制については、専任として看護師１０人、准看護師３人、理

学療法士１人、作業療法士３人、管理栄養士１人、介護福祉士１１人、

事務職２人の計３１人で、その他嘱託及び臨時職員を含め６６人で業

務に当たった。

これらに伴う事業の経営分析結果の前年度比較状況は、次表のとお

りである。

B/A C/B C/A
千円 千円 千円 ％ ％ ％

486,256 493,108 487,568 101.4 98.9 100.3 

471,568 477,192 465,243 101.2 97.5 98.7 

14,688 15,916 22,325 108.4 140.3 152.0 

0 0 0 － － －

B/A C/B C/A
千円 千円 千円 ％ ％ ％

499,403 514,955 502,545 103.1 97.6 100.6 

488,308 504,933 493,643 103.4 97.8 101.1 

11,095 10,022 8,902 90.3 88.8 80.2 

0 0 0 － － －

331,880 346,158 335,908 104.3 97.0 101.2 

△ 13,147 △ 21,847 △ 14,977

（単位：千円）

　　　　年度　 比　　　　　　　較

項目　　　　　　　　　　

事 業 収 益

事 業 外 収 益

特 別 利 益

　　　　年度　 比　　　　　　　較

項目　　　　　　　　　　

事 業 費 用

事 業 外 費 用

特 別 損 失

うち給与費（再掲）

当 年 度 損 益

平成28年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

平成３０年度
Ｃ

老健事業収益

平成28年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

平成３０年度
Ｃ

老健事業費用
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○経営分析

○経費の前年度対比

経費総額は９３，８０４千円（前年度９２，３１８千円）で、修繕

費、福利厚生費等の増額があり、前年度比１，４８６千円、１．６％

増となった。総事業費に占める割合は、１８．７％（前年度１７．９％）

で、０．８ポイントの増となった。

なお、経費内訳の前年度対比は、上表のとおりである。

経常収支比率 （％） 100.6 97.4 95.8 97.0 

事業収支比率 （％） 100.1 96.6 94.5 94.2 

流動比率 （％） 285.9 242.6 163.2 145.2 

入所１人当たり平均単価 （円）12,465 12,433 12,496 12,503 

通所１人当たり平均単価 （円）10,146 10,296 10,464 10,481 

看護師・介護員１人１日当たり入所介護収入 （円）35,750 36,972 34,987 35,364 

看護師・介護員１人１日当たり通所介護収入 （円）35,671 34,895 31,816 32,318 

看護師・介護員１人１日当たり入所者数 （人） 3.3 3.0 2.8 2.8 

看護師・介護員１人１日当たり通所者数 （人） 3.4 3.4 3.0 3.1 

ベット利用率 （％） 98.7 98.2 98.3 97.4 高い程よい

職員給与費対事業収益比率 （％） 58.1 61.1 61.0 62.9 

介護用品（医薬品・医療用消耗品・お
むつ代）対事業収益比率

（％） 2.6 2.7 2.5 2.5 

    　　　　　　　                  年度
項目

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 備　考

高い程よい

数値は関連
させて検討
する必要あ
り

小さい程よ
い

（単位:円）

92,318,325 93,804,653 1,486,328 1.6

厚 生 福 利 費 732,431 976,983 244,552 33.4

報 償 費 30,000 0 △ 30,000 皆減

職 員 被 服 費 348,589 290,942 △ 57,647 △ 16.5

消 耗 品 費 3,733,348 3,484,513 △ 248,835 △ 6.7

消 耗 備 品 費 248,355 53,676 △ 194,679 △ 78.4

光 熱 水 費 11,875,247 11,998,672 123,425 1.0

燃 料 費 11,130,410 9,254,210 △ 1,876,200 △ 16.9

食 料 費 6,778 3,903 △ 2,875 △ 42.4

印 刷 製 本 費 58,104 77,220 19,116 32.9

修 繕 費 3,299,507 4,959,939 1,660,432 50.3

保 険 料 774,764 816,174 41,410 5.3

賃 借 料 11,912,269 11,692,598 △ 219,671 △ 1.8

通 信 運 搬 費 614,159 583,030 △ 31,129 △ 5.1

委 託 料 45,202,134 46,617,523 1,415,389 3.1

諸 会 費 246,000 246,000 0 0.0

雑 費 2,106,230 2,749,270 643,040 30.5

経　　　　　　　費

　　　　　　　 年度
項目

平成29年度 平成30年度 比較増減 増減率（％）

内訳
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【意 見】

平成３０年度の業務量は、入所２８，４３１人（前年度比２７４人、０．

９％減）、通所１０，２１６人（前年度比８７０人、７．８％減）で、合計３

８，６４７人（前年度比１，１４４人、２．９％減）となった。

収益的収支においては、事業収益４８７，５６８千円、事業費用５０２，

５４５千円となり、当年度純損失１４，９７７千円であった。

気づいた点を以下に述べる。

① 当施設の事業内容は充実されており、町民にも好評である、今後とも、

事業の充実に努められたい。

② 本年の機械備品購入は１件であるが、今後とも備品の充実に努められ、

事業充実とさらなるサービスの向上を期待する。

（５）訪問看護ステーション事業会計

○総括事項

業務予定量は、１日平均利用者数を平日３１人（前年度比△２人減）

土曜３人（前年度同数）とし、訪問看護２９２日（平日２４４日、土曜

４８日）を実施した。

また、２４時間緊急連絡体制を継続して実施し、利用者ニーズに応え

た。

ア 利用者の動向

訪問看護は、年間延べ３，３４０人（平日３，２７０人、土曜７０

人、前年度比９人減、０．３％減）１日平均１１．４人（平日１３．

４人、土曜１．４人、前年度同数）で、訪問リハビリについては、年

間延べ３，３３３人（前年度比１４４人減、４．１％減）、１日平均１

３．７人（前年度比０．６人減、４．１％減）で、合計延べ６，６７

３人となり、１日平均業務予定量より、平日３．９人、土曜１．６人

下回った。

○訪問看護ステーション保険別利用内容状況

平成29年度 平成30年度 増　　減 増減率(%)

訪　問　看　護 2,207 2,595 388 17.6

リ　ハ　ビ　リ 2,444 2,354 △ 90 △ 3.7

訪　問　看　護 1,142 745 △ 397 △ 34.8

リ　ハ　ビ　リ 1,033 979 △ 54 △ 5.2

3,349 3,340 △ 9 △ 0.3

3,477 3,333 △ 144 △ 4.1

6,826 6,673 △ 153 △ 2.2

（単位：人）

訪 問 延 人 数 対前年度比較

訪　　問　　看　　護　計

リ　　ハ　　ビ　　リ　計

合　　　　計

保　　険　　別

介護保険

医療保険
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イ 収益的収入及び支出

収益的収入においては、事業収益及び事業外収益で５６，５９７千円

（前年度５７，９７３千円）、収益的支出については事業費用６０，０２

９千円（前年度５９，１１３千円）で、当年度純損失３，４３２千円（前

年度純損失１，１４０千円）の計上となった。

また、総事業費用６０，０２９千円のうち、主たる費用は給与費５４，

９３３千円（前年度５４，３４８千円）で費用全体の９１．５％（前年

度９２．０％）を占めている。

その結果、前年度繰越利益剰余金３８，７０５千円と合わせて未処分利

益剰余金は、３５，２７３千円となり翌年度へ繰り越した。

○事業収益・費用に関する事項

ウ 従事職員体制

従事職員は、看護師４人、理学療法士２人、作業療法士１人の７人、

その他臨時看護職員 1人、嘱託事務職員１人で業務に従事した。

これに伴う事業の経営分析結果の前年度比較状況は、次表のとおり

である。

B/A C/B C/A
千円 千円 千円 ％ ％ ％

58,174 57,973 56,597 99.7 97.6 97.3 

57,802 57,880 56,509 100.1 97.6 97.8 

372 93 88 25.0 94.6 23.7 

0 0 0 － － －

B/A C/B C/A
千円 千円 千円 ％ ％ ％

55,325 59,113 60,029 106.8 101.5 108.5 

55,325 59,113 60,029 106.8 101.5 108.5 

0 0 0 － － －

0 0 0 － － －

50,095 54,348 54,933 108.5 101.1 109.7 

2,849 △ 1,140 △ 3,432

　　　　年度　 比　　　　　　　較

項目　　　　　　　　　　

事 業 収 益

事 業 外 収 益

特 別 利 益

　　　　年度　 比　　　　　　　較

項目　　　　　　　　　　

事 業 費 用

事 業 外 費 用

特 別 損 失

うち給与費（再掲）

当 年 度 損 益

平成28年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

平成30年度
Ｃ

訪問看護事業収益

平成28年度
Ａ

平成29年度
Ｂ

平成30年度
Ｃ

訪問看護事業費用
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○経営分析

【意 見】

平成３０年度の業務量は、訪問看護、訪問リハビリ合わせて６，６７３人

で、１日平均は業務予定量より、平日３．９人、土曜１．６人下回った。

収益的収支においては、事業収益５６，５９７千円、事業費用６０，０２

９千円で、当年度純損失３，４３２千円となった。

気づいた点を以下に述べる。

① 本会計は、前年度に引き続き赤字決算である。しかも、近年にないほ

どの多額である（３，４３２千円）。今後は、医療機関等との連携強化に

努めるとともに、事業のあり方や事業PRを検討しサービスの充実に努め、

赤字解消に向けて努力されたい。

経常収支比率 （％） 103.0 105.2 98.1 94.3 

事業収支比率 （％） 102.7 104.5 97.9 94.1 

流動比率 （％） 3,184.1 3,282.0 2,881.9 1,871.8 

職員１人１日当たり事業収入 （円） 32,756 33,981 32,943 37,374 

利用者１人１日当たり事業収入 （円） 8,204 8,308 8,479 8,468 

看護職員１人１日当たり利用者数 （人） 3.3 3.4 3.3 4.3 

リハ職員１人１日当たり利用者数 （人） 5.0 5.0 4.8 4.6 

    　　　　　　　           年度
項目

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 備　考

高い程よい


